
株式会社 アールワークス

貸　借　対　照　表

科　　　　　目 金　　　　　額 科　　　　　目 金　　　　　額

【流　動　資　産】 【 998,254 】 【流　動　負　債】 【 118,732 】

現 金 及 び 預 金 45,354 買 掛 金 13,909

預 け 金 764,962 未 払 金 16,255

売 掛 金 128,367 未 払 費 用 15,139

製 品 1,096 未 払 法 人 税 等 31,463

仕 掛 品 203 未 払 消 費 税 等 6,109

貯 蔵 品 476 前 受 金 32,472

前 渡 金 34,752 預 り 金 3,383

前 払 費 用 20,708 【固　定　負　債】 【 156,717 】

未 収 入 金 10 退 職 給 付 引 当 金 156,717

繰 延 税 金 資 産 3,199

そ の 他 9

貸 倒 引 当 金 △ 884

【固　定　資　産】 【 367,564 】

（有 形 固 定 資 産） （ 139,204 ）

建 物 84,955 負 債 合 計 275,449

構 築 物 1,201

工 具 器 具 備 品 46,484 【株　主　資　本】 【 1,090,369 】

土 地 6,563 　資 本 金 （ 425,400 ）

（無 形 固 定 資 産） （ 38,164 ） 資 本 剰 余 金 （ 278,193 ）

ソ フ ト ウ ェ ア 35,860 　資 本 準 備 金 278,193

電 話 加 入 権 2,304 利 益 剰 余 金 （ 386,776 ）

（投資その他の資産） （ 190,195 ） そ の 他 利 益 剰 余 金 386,776

投 資 有 価 証 券 80 繰 越 利 益 剰 余 金 386,776

出 資 金 2,885

破 産 更 生 債 権 等 1,371

長 期 前 払 費 用 496

差 入 保 証 金 128,057

長 期 未 収 入 金 3,209

繰 延 税 金 資 産 57,072

貸 倒 引 当 金 △ 2,975 純 資 産 合 計 1,090,369

資 産 合 計 1,365,819 負 債 及 び 純 資 産 合 計 1,365,819

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

平成26年３月31日　現在

純　　資　　産　　の　　部

（単位：千円）



個別注記表

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

：移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

：移動平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法）

：個別法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法）

：個別法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法）

３．固定資産の減価償却の方法

：定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　建　　　　物：　24年

：定率法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　建　　　　物：　３年～22年

　　構　 築   物：　20年

　　工具器具備品：　３年～10年

：定額法

  なお、 自社利用目的のソフトウェアについては、見込利用可能期間

　（５年以内）に基づく定額法

４．引当金の計上基準

：債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

  より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し

　回収不能見込額を計上しております。

：従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額

　(期末自己都合要支給額の100％を計上する簡便法）に基づき、計上して

　おります。

５．消費税等の会計処理

 　税抜方式によっております。

Ⅱ　重要な会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

Ⅲ　貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額　 　 　452,352千円

２．関係会社に対する金銭債権及び債務

短期金銭債権 　　　　 　　　　　　　2,173千円

短期金銭債務 　　　　 　　　 　　　　 853千円

Ⅳ　損益計算書に関する注記
  　関係会社との取引高

営業取引による取引高

　　　　　　売上高               　21,560千円

　　　　　　売上原価     　         5,429千円

　　　　　　販売費及び一般管理費　　6,841千円

Ⅴ　株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項

― 35,894株計 35,894株 ―

貸倒引当金

退職給付引当金

前期末株式数 当期増加株式数 当期末株式数

発行済株式
35,894株 ― ― 35,894株

普通株式

当期減少株式数

 時価のないもの

製品

仕掛品

有形固定資産

無形固定資産

貯蔵品



２．配当に関する事項

　　該当事項はありません。

３．当事業年度の末日において発行している新株予約権の目的となる株式の数

　　該当事項はありません。

Ⅵ　税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金  55,854千円

未払事業税   2,435千円

減価償却超過額   1,236千円

土地減損損失 　5,762千円

その他   1,806千円

繰延税金資産小計  67,095千円

評価性引当額 △ 　6,823千円

繰延税金資産合計  60,272千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、

　　当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 38.01 ％

(調整)

評価性引当金 0.66

住民税均等割額 0.31

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.47

その他 0.20

39.66 ％

Ⅶ　金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

　当社は、資金運用については安全性の高い短期的な預金等に限定し、グループ会社等からの

借入により資金を調達しております。また、資金の効率的な活用を目的として、阪急阪神グル

ープのキャッシュマネジメントシステムを利用しています。

　売掛金に係る顧客の信用リスクは、販売管理規程に沿ってリスク低減を図っております。

また、投資有価証券は主として非上場株式であり、四半期ごとに発行会社の財政状態の把握を

行っております。

　なお、デリバティブ取引は利用しておりません。

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成26年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通り

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めてお

りません。（注２を参照ください。）

（注１）金融商品の時価の算定方法

資  産
（１）現金及び預金、（２）預け金、（３）売掛金

   全て短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

（注２）  時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

―

―

区分
貸借対照表計上額

（千円）

差入保証金 128,057

938,683

非上場株式 80

資産計 938,683

（３）売掛金 128,367 128,367

―

（２）預け金 764,962 764,962 ―

（１）現金及び預金 45,354 45,354

貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）



非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから

記載しておりません。

差入保証金は、将来キャッシュ・フローの見積りが極めて困難と認められるため、時価評価をして

おりません。

Ⅷ　退職給付関係
１．採用している退職給付制度の概要

　当社は確定給付型の制度として退職一時金制度を設けており、この退職金の支払いに備え

るため必要資金を内部留保しています。

　また、複数事業主制度に係る総合設立型厚生年金基金制度である「関東ＩＴソフトウェア

厚生年金基金」に加入しておりますが、自社の拠出に対応する年金資産の額が合理的に計算

できないため、「退職給付に係る会計基準注解」注12に定める処理を行っております。なお、

要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりであ

ります。 

（１）制度全体の積立状況に関する事項

（２）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合（平成26年3月拠出額）　

（３）補足説明

　　　差引額の内訳

Ⅸ　資産除去債務関係
１．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

      資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているものはありません。

２．資産除去債務のうち貸借対照表に計上していないもの

    一部の賃借資産の原状回復にかかる除去債務

        賃貸借契約に基づき使用する事務所等について、退去時における原状回復にかかる債務を有

      しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、現在のところ移転等

      も予定していないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、

      当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

Ⅹ　関連当事者との取引に関する注記
１．兄弟会社等

（注１）資金の借入れ及び寄託金の預入れについては、阪急阪神ホールディングスグループにおける

　　　　資金調達の一元化に伴うものであり、金利については、市場金利を勘案して決定しております。

0.10％

年金資産の額(千円)
平成25年3月31日

222,956,639

　

 69,936
　3,596

種類
会社等の

名称

206,135,147

16,821,492

年金財政計算上の給付債務の額(千円)

差引額(千円)

繰越不足額(千円)

当年度剰余金(千円)

差引額(千円)

所在地
資本金

又は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

預け金 764,962
同一の

親会社を
持つ会社

㈱阪急阪
神フィナ
ンシャル
サポート

大阪市
北区

10
グループ
金融業

なし
寄託金の
預入れ等

寄託金の
預入れ
(注１)

預入額
利息の受取

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

平成25年3月31日
10,082,271

26,903,764

16,821,492



XI　一株当たり情報に関する注記
１．一株当たり純資産額　　 　30,377円49銭

２．一株当たり当期純利益　 　 2,858円82銭

XII　重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

XIII　その他の注記
該当事項はありません。

XIV　当期純利益  　102,614千円


